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5．む　　す　　び

稲作の今後のあり方では次の点が括摘される．

1．生産費の低下は労働投下鼠の節減によって相当程

度可能なことが期待される．

2．更に大量生産の有利性を発揮させるためには，増

収及び規模の抵大が必要である．

宮城県の水旧はその環境が不良なために低位生産に甘

んじているのであるから，土地改良によって少なくとも

東北の他の県のレベルまでは反収を上昇できるはずであ

る．

次に規模の拡大であるが，これは水田を新たに取得す

るみちがないとすれば，当面可能なのは共同化である．

完全共同経営には多くの問題を含んでいるので，機械装

備の共同利用及びそれにともなう計画栽培・共同作業の

ほか水田の集団化を図れば相当程度の効果を期待できる

であろう．

結局，宮城県の稲作に残された課題は土地改良によっ

て湿田を乾田化して安定増収の基盤を作り，面横の拡大

（共同化又は水田の新たな取得）によって単位両横当りの

労働投下量の節減をはかり大規模生産の有利性を発揮す

ることであろう．

寒冷地稲作技術水準に関する研究

一技術部門の計画とこれまでの成果－

滝　　沢

（山形県最試庄内分場）

1．研究の目的と坪択された理由

近年寒冷地帯の収量増加はめざましいものがある．そ

の理由の解明と将来の可能性を知って稲作の安全化を計

ることは重要でありそれを目的とする．

その日的を遂げるための調査研究の考え方で東北農武

の農業経営部並びに技術部門と一致し．山形県農武の庄

内平野の飛躍的増産の期待もあり，それ等が一体となっ

た構想の実現を振興局を通じ技術会議に具申したことに

始まる．

2．研　究　計　画

終局は一層有利な櫛作を行なうための改善技術対策を

明らかにするのであるが，更により広い地域農家の稲作

に応用出来るものとする．

そこで一方ではそこにあるべき稲作技術を従来の資料

によってつかみ，これを尺度或いは標準として現行技術

を評価しながらこの研究の目的にそう部分技術を求め，

社会経済並びに経営条件との関連で農家が具体的に適用

しうる技術の体系化を計る．

次に調査地点の成果が及ぼす範囲であるが，農家の稲

作技術の生態型をつかみその機構を解析する．そしてそ

れによってそれぞれの型について技術改善も体系的に区

別出来る筈である，それ故対象調査地点は任意に選定せ

ず，予め調査された資料により土壌的に経営的に社会条

件的に区分し調査と次の適用を行なう根拠とする．

更にその区分に立って生態型解析の尺度となるべき現

地試験地を置く．

3．土壌佃区分と現地試験地

以上の計画により既存資料と実地躇査により第1国の

とおり土壊仮区分が出来た．仮という意味はその後の精

査によって修正しなければならないものだからである．

この上に経営区分を重ねて地区の性格が出る．こうして

現地試験地を選定したが，その成果の展開には区分は必

ずいる．

現地試験は都合上A・B及びCの3種に区分した．

Aは稲作技術に対する要因解析のための純技術解析試

験で庄内分場で行なうことにした．

Bはその集落とその相当農家が技術生態調査の場であ

り，そこから問題点を摘出してその解析試験を行なう一

方，土壌の生産性を調べておき或る期待した生育を実現

する場合の尺度とする．またここには専門技術者を駐在

させ地区農家の稲作技術の生きた体系を絶えず観測分析

していくこととし，昭和34年度には都合上主力を鶴岡市

北京田におき，35年度には酒田市大多新田に主力をおい

た．

Cは土壌の生産力を調べ或る期待した生育を知り，後
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4．各試験地の研究課題とその成果（昭和34年度）

で改善技術展開の場合の尺度を得ようとするもので，試

換地は5カ所とした（図参照）

1．A試験地の場合

（1）品種の生態から見た稲作季節の解析

盛岡試験地との連絡試験として庄内分場では早生の「

ハツニシキ」から擾晩生の「金南風」まで7品種，播種

期は4月1日から4月20日までの4階級，移植期は5月

10日から6月10日までの4階級とし，盛岡試験地は「ギ

ソマサリ」を除いて6品種，播種期は4月6日と4月20

日，移植期は5月11日と5月22日とにした．その結果，

A．気象に対する稲作の計酎ヒを考えるべきである．

品種は固有の栖算気温で生育・出穂する．即ち両地とも

「ハツニッキ」から「ササシグレ」までは2，000～2，3000C，

「農林50号」になって2，4500C，「北陸52号」・「金南風」では

2，600～2，7000Cの積算気温がいる（播種から出穂まで）．

そして早生は極端な早播によって出穂が促進して減収

し，晩生は増収し晩播により遅延して減収している．つ

まり最高気温時に出穂が近くなったものが効率が高いと

解釈されるから，品種固有の栢算温度を知ってその地域

での効率の高い稲作の計画化を計るべきである．なおサ
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サシグレ」等の8月10日頃の出穂で2，3000C程度のものは

播種期は4月10日，移植期は5月20日が適当と逆算され

るが現況もそうであり性能も高い．しかし「農林50号」で

はこの試験ではなお早播による増収をしそうにみえた．

また早生は晩櫨によっても減収しているがそれは穂数減

のためであり，穂重はかえって大となっているから，そ

れに伴う育苗法を改善すべきであろうと思われる．

B．限界的品種

両地とも「北陸52号」・「金南風」等は危険限界である．出

穂限界は盛岡で8月20日，庄内では8月25日と見られる．

従って庄内では「農林50号」で安全であり，また前述のと

おり一層効率を高める工夫が残されていると見られる．

捷）土壌生産力試験

初期Nの発現を抑制するため客土し過去の成掛こより

Mg・Mn　の投入をはかりNPの多施を試みた．その結

果過繁茂は客土とP多施により幾分抑制された．また収

量効果は標準に比べNP多施で8％，客土・NP多施で

10％増となったが，その絶体量は588軸で劉期的なもの

とはいえない．NPとも稲作の前半での吸収は多いが後

半特に収穫時の吸収率が催いのが間題で，これらの処理

も地下水の高いここの環境下では効果が少ないのではな

いかと見られた．

（3）水稲収量構成栗素と決定要素との関連試験

供託品種は「ササシグレ」で畑苗と水苗を用い，N2質

と1．6巽を与え全量基肥と分施とにし，株数は80・60及び

40として正方形・矩形及び並木梅とした．収量の構成要

素は穂数は坪当り998～1，536であるが，高位収量は1，4

00台にある．一穂総数では98～66だが70～80に高収星が

ある．稔実歩合は90～60％だが80％以上に高収量があ

り，一勉完全粒数は80′、J51だが65～55に高収量がある．

また玄米千粒重では坪当り粒数8万台では22g以上だ

が9万台になると22g以下になった．以上の理由は棟数

は収量に対して正の相関を示すが，穂の各要素は穂数に

対しまた粒数に対し負の相関があるからに他ならない．

またそれ等の決定要素として供試条件を見る時は，最高

分けつ量に対して畑苗＞水苗，基肥＞分施，80株≧60株

＞40株，正方形≧矩形＞並木であるが，有効茎率に対し

ては分施＞基肥が頗著である∴穂重の増加はもちろん分

施＞基肥であるが，その他の諸条件では穂数の少い手段

が穂重を増加することになってしまう．従って収量水準

を上げるにはなるべく穂重と負の相関を伴わない穂数増

加を得ることにあり，この供試条件の範囲内では分施は

もちろん密植矩形が必要となって，畑苗もそれを伴えば

水苗に優った．
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2．8試験地の場合（北京田）

昭和33年度集落農家の現行技術の調査をしその解析試

験をした．

（1）水苗代の播種量と田植期に関する試験

北京田地域は田植労力の関係で厚播不良苗を密植する

良家が多く，田植は5月20日～5月30日すぎまでの約10

日間を要している．当地方のように活着期の天候が順調

な所でも厚播遅値は減収を免れないが，その差は約34本

に過ぎず，薄橋詰の効果を一層高める技術の確立が必要

であり，また経営的視点からの考察が必要である．

（2）苗の素質と施肥の関連試験

慣行は水苗が主体だが，近来ビニール畑苗に対する関

心が高まっているので，この地方の苗の素質の有利性を

判定しようとした．畑苗は水苗より各区とも若干増収し

ているが，水苗でも幼穂形成期及び植字の追肥が適切で

あれば苗の素質をある程度禰いうる．畑苗では基肥量を

水苗施肥量の約2割程度増施すれば早期追肥（俗称つな

ぎ）の要はない．

（3）品種生態試験

この地区の主要品種のササシグレに比べ「ふ系41号」は

強梓で頸イモチに強いので有望であろう．収量も同程度

かやや旋る程度である．

（4）綜合対策試験

慣行区と改善区の収量差は4．5％に止ったが，後者の

生育相はより健全であった．探層施肥は千粒重は増加

し，後期の稔実に効果的である．

次に当地の生産性を知るために土壌改善試験をした．

当地は花崗岩を母材とする弱老朽化型秒壌土であり，地

下水は高く地力が低いので客土，微量要素・NP多施等

の対策を試みた．

NP多施特に客土＋NP多施の併用が効果があった．

別に現地駐在員によって集落農家の技術生態調査をし

た．その結果，農家の技術体系は次の3タイプに分類さ

れた．

安全多収型（健苗，早依，幼穂形成穂学期に分施を行

う）：前期の過剰生育を抑制し後期の収量構成要素を向

上させる．

不安定多収型（健苗，早櫨，追肥回数が多く終始Nを

切らさない塑）

少収不安定型（厚播，帝位，追肥回数は多い）

北京田では経営条件（面培規模大）と土壌条件の規制

から少収不安定型が多いが，この場合でも追肥回数を減

じ適期追肥の方が安全のようである．また疇毅に新技術

の増収効果が厩著であれば，規制条件にかかわらず新技

術導入の意慾が高いから，増収技術と適切な指導が望ま

れる．

3．C試験の場合（遊佐・捉典屋・宮曾根・山添

・松岡及び大多新田はBだが昭和34年度は成

鏡板纏めはCに含めた）

前に示した土壌分類に応じて各地帯の土壌生産性を確

認し，A・B試験地の成果の地域拡大のための中継所と

なり，土壌区分の修正に重要な意義をもつ．なお各土壌

特性に応じ綜合対策試験を実施し，技術効果の判定を行

った．各試験地の土壌から見た特性と問題点は次のとお

りである．

遊佐：窒素的地力はそれ程高くはない．酸化的である

ため初期にNが発現し，後期は割合続かないと見られ

た粒数増加と千粒垂の増大（後期の地力）が問題である．

大多新田：初期Nはやや不足する程度であるが，7月

に入ってからかなり増加する．排水すると稔実は悪くな

いと思われる．初期生育の向上が問題である．

捉典星；砂質の酸化塾土壌であり地力が低い．Nが持

続性がない．追肥で稔実を良くすることは出来るが，初

期分けつの確保が重要である．

宮曾根：粘質であるが初期生育は良い．Nの出現も順

調であるが下層が硬く，グライ化により養分吸収はやゝ

劣る．下層のNは多くないだろう．後期のNが問題であ

る．

松ケ岡：地下水位が高く表面漏水型であり地力（P・

SU及びCa）は少ない・後期にNが可成り放出されるが，

地下水が多少わざわいする．分けつの確保（株数の増大）

が問題である．

山添：初期生育はよいと思われるが，扇状地であり下

層は生育に良くないようである．そのためむらが出易い．

穂数増大・肥切れ防止が問題である．

4．昭和35年度現地試験研究課題

昭和34年度の試験結果からみて次年度には次の課題を

選定した．

1．試験地

（1）稲作季節から見た品種の性能向上に関する試験

（特に早晩生について）

（2）施肥の水稲生育収量に及ぼす影響解明試験（深

耕探層施肥の価値）

（3）窒素施用時期に関する試験（穂数増大とを関連

させた穂重増大の施肥時期）

（4）滞排水処理に関する試験（穂重増大に関連して）

（5）水稲湛水直播栽培に関する試験（労働生産性向
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上を前掟として）

2．試換地

大多新田：

（1）培土による生産性増大試験

（2）ポーキ鉄による生産性向上試験

（3）深耕による生産性向上試験

（4）水稲湛水直播試作

北京田：

（1）土壌生産性増大に関する試験

（2）苗の素質と施肥法に関する試験

（3）水稲湛水直播試作

3．試験地

（1）窒素用量による生産力判定試験

（2）綜合改良対策試験

5．気象調査開始

庄内地方の気象は表日本の海洋気象の影響下にあるの

はもちろんであるが，その他に西海岸に発達した砂丘と

東側の出羽丘陵とその切れ目，最上川に沿う乾燥東風が

相関連して地域別に気象の特異性があろうことは，地域

の生産性が単に土壌からだけでは帰納出来ないことから

も想象できる．それが解明のため昭和35年度は11カ所に

同一土壌・同一品種及び施肥で水稲を栽培調査し，また水

温最高最低を観測し内2カ所では気象観測も行なった．

6．第1年度の評価と将来の展望

第1年度の成果を収量について一般農家のそれと比較

しても飛躍的なものはない．それは庄内地方の稲作史か

ら考えてもむしろ当然であろう．しかしこの試験で先ず

すべき仕事は現行技術の解析にあった．そして生きた農

家の技術生態を知った．そしてそれが純技術が折り曲げ

られて行くポイントを知った．そのことは実に貴重なこ

とであり，こうして農家の行なうべき真の技術体型を確

立することが出来るであろう．もちろん今後経営調査の

結果とあいまって指導上には経営の改善点の発足とそこ

に純技術面との調和点も発足出来るであろう．

一方純技術的な場面でも飛躍は少なかったが，その追

求の結果例えは地下水がそれが制約するものであるとす

れば，行政上に力強い進言が出来るであろう．そのよう

に従来観念的には考えられて来たものが，この事業の結

果明確に解析されて行くとこの事業の大きな成果になる

であろう．

寒冷地稲作技術水準に関する研究

一庄内2地区の稲作経営の所得要因について－

鈴木福松・坂本

（東　北

は　し　が　き

上記課題は技術分野との協同研究として実施されてい

るものであるが，この報告は経営法によって進められて

きた次の3段階の研究，すなわち，（1）土壌研究班で作製

された土壌図に基づき，これに農家所得の大小を勘案し

た．庄内水田地帯の経済的地区区分図の作製及び区分地

区の所得要因の統計的解析，（勿区分結果による代表7地

区についての農業経営及び稲作技術の大数調査・（3）重点

2地区（京田・平田）での現地試験と関連させた集落全

圃場の聴取り・測定調査による稲作技術の生態解析のう

ち，（2）の2地区についての調査結果の中間報告である・

1．日　　　　　的

庄内平野の農業所得の地域的分化を，その要因として

裕・田　中洋介

畏．ii：・

の耕地条件（掛こ土壌条件）及び稲作技術との関連で把

超し，技術導入及び改善計画への基本的拒針を得ようと

した．

2．方　　　　　法

庄内平野は7種の主要な土壌区に分けられ，これらの

土壌区にはそれぞれ代表的な経済的地区が対応している

が，両者のクロスしている地域7カ所について個別経営

調査を実施した．調査方法はtlSurvey method”に依

った．調査農家の選定は，～2血‡・～3血7及び3血‡～の

3階層に区分し，それぞれの階層から20戸づゝ合計60戸

の層別任意抽出を行って調査している．

分析方法としてばtcrosstabulation”を試みている

が，この報告では各地区階層ごとの総和平均の考察にと

どめたい．




